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日本は世界がかつて経験したことのない超高齢社会を迎えており、その中でも高度成長期

に人口が急増した神奈川県では、全国屈指のスピードとボリュームで高齢化が進むと見込ま

れている。 

こうした急激な人口構成の変化は、経済・医療・介護・社会システムなど、あらゆる場面に

おいて様々な影響を与えることが懸念されている。 

一方、神奈川県は、自然や歴史・風土に恵まれており、また、神奈川県に働き、学び、くらし、

活動する人々の力といった資源を最大限活かすことにより、人口減少社会をしなやかに乗り

越え、より豊かな社会を創り上げるポテンシャルに満ちている。 

（地域特性） 

＜地理的条件＞ 

神奈川県は関東平野の南西部に位置し、面積は約2,400平方キロメートルである。 

地形は(1)丹沢山地と箱根火山で特徴づけられる起伏の激しい山がちの西部地域、(2)多

摩丘陵と三浦半島でとらえられる丘陵地性の東部地域、(3)相模川を中心として、その両岸に

広がる平坦な段丘と低地とからなる中央地域、の3 地域に大きく分けることができる。 

Ћ̱   
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＜人口＞ 

平成 27 年国勢調査結果(平成 27 年 10 月 1 日現在)によると、人口は912万 6,214人(全

国第 2 位)、人口密度は3,778人／㎢(全国第 3 位)、世帯数は397 万 9,278世帯(全国第 2

位)となっている。 

神奈川県では、2014 年から死亡者数が出生者数を上回る自然減の状態となったが、人口

流入などによる社会増が続いており、県全体の総人口は増加を続けている。 

しかし、その伸びは鈍化しており、まもなくピークを迎え、その後は減少に転じると見込まれ

ている。 

 

＜産業構造＞ 

平成 26 年 7 月 1 日現在で実施した平成26 年経済センサス－基礎調査の結果から神奈

川県における全産業分野(農林漁業に属する個人経営の事業所、家事サービス業及び外国

公務に属する事業所を除く)における事業所及び企業の状況をみると、次のとおりである。 

事業所数と従業者数 

事業所数(民営及び国、地方公共団体の合計)は 30 万 4,113事業所となっている。その

うち、民営事業所は29万 9,573事業所となっている。 

従業者数は 372 万 5,924人となっている。そのうち、民営事業所の従業者数は350 万

2,634人となっている。 
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産業別の状況(民営) 

神奈川県の民営事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が6 万 8，821事

業所(事業所数全体に占める割合23.0%)と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」の3

万 9,772事業所(同 13.3%)、「不動産業、物品賃貸業」の3 万 154事業所(同 10.1%)、「建設

業」の2 万 9,374事業所(同 9.8%)の順となっている。 

従業者数では、「卸売業、小売業」が69万 1，533人(従業者数全体に占める割合19.7%)

と最も多く、次いで「医療、福祉」の48万 1,295人(同 13.7%)、「製造業」の47万 9,310人(同

13.7%)、「宿泊業、飲食サービス業」の36万 6,150人(同 10.5%)の順となっている。 

会社企業の状況 

本県の会社企業の数は、11万 1,039企業となっている。 

これを資本金階級別にみると、最も多いのは「300万円～500万円未満」の4 万 4,355企

業(会社企業数全体に占める割合 39.9％)、次いで「1000 万円～3000 万円未満」の3 万

1,143企業(同 28.0％)、「500万円～1000万円未満」の 1 万 3,632企業（同12.3%）の順とな

っている。 

＜地域資源＞ 

① 観光 

港と夜景が美しい国際都市「横浜」、歴史と文化が息づく古都「鎌倉」、城下町の伝統を

今に伝える「小田原」、文人にゆかりの深い「湯河原」、雄大な自然と温泉群、様々なアート

が楽しめる「箱根」、「丹沢・大山」の豊かな山なみや、「三浦半島」から「湘南海岸」、「真鶴

半島」に至る美しい海岸線など、神奈川県には様々な観光資源がある。 

② ME- BYO BRAND 

優れた未病産業関連の商品・サービスを、「ME- BYO BRAND」

として県が認定することにより、未病産業の魅力を広めるととも

に、産業化の牽引化を図る。 

(主な認定商品・サービス) MIMOSYS®、アミノインデックス® ロボットスーツHAL® 

③ かながわブランド 

県と生産者団体で構成する「かながわブランド振興協議会」で、農林水

産物やその加工品を対象に「かながわブランド」として登録。平成30 年 3

月現在、登録品は63品目 100登録品。 

(主な登録品) 葉山牛、湘南ゴールド、かながわ鶏 

④ かながわの名産 100選 

「かながわの名産100選」は、神奈川県の伝統と風土に培わ

れた、物産（工芸品、加工食品、農林水産品等）の中から県民

の皆様からの推薦を受けて、かながわの名産と呼ぶに相応し

い 100の品目を選定したもの。 

(主な選定品) 箱根寄木細工、鎌倉彫、湘南の生しらす、三崎のまぐろ 
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＜特徴的な取組＞ 

① ヘルスケア・ニューフロンティア政策 

神奈川県は、超高齢社会を乗り越えた先に、すべての世代が元気で自立したライフスタイ

ルを実践し、100 歳になっても健康で生きがいと笑顔あふれる持続可能な健康長寿社会「ス

マイル 100 歳社会」を実現するため、最先端医療・最新技術の追求や未病の改善という２つ

のアプローチにより、健康寿命の延伸と新たな市場・産業創出を目指すヘルスケア・ニューフ

ロンティア政策に取り組んでいる。 

② ３つの特区 

神奈川県は、「東京圏国家戦略特区」「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」

「さがみロボット産業特区」の３つの特区の指定を受けて、規制緩和の実現に取り組んでおり、

新たな社会モデルを形成して他の地域に波及を図っていく基盤が存在する。 

 

（今後取り組む課題） 

県民の「いのち」を輝かせるためには、未病コンセプトに基づく県民の主体的な行動変容を促進

するとともに、医療だけでなく、環境、エネルギー、農業、食をはじめとして、生活のすべてにわた

って安全・安心を確保し、持続可能な形にしていくことが課題である。 

こうした課題解決に取り組むとともに、経済・社会構造が急速に変化する中、その変化に適応

するだけでなく、変化を好機ととらえ、新たな価値を世界へ発信していく、夢のある神奈川づくりを

進める。 

また、経済・社会・環境が相互に連関して循環的に課題の解決を図るための先進的な取組を進

めるとともに、それを県域、全国、ひいては世界へと発展させ、超高齢社会を乗り越えた先にある

「持続可能な健康長寿社会」の実現をめざす。 
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 2030 ₴ ỡ 

 

【2030年のあるべき姿】 

『いのち輝くマグネット神奈川』 

 

１ 持続可能な神奈川の実現に向けてあるべき姿 

神奈川県の総合計画である「かながわグランドデザイン」の基本理念に、「いのち輝く神奈

川」を掲げ、施策を推進している。 

特に、県民の「いのち」を輝かせるために、未病コンセプトに基づく県民の主体的な行動変

容を促進するとともに、医療だけでなく、環境、エネルギー、農業、食をはじめとして、生活の

すべてにわたって安全を確保し、持続可能な形で維持していくための総合的な政策の展開を

図るなど、SDGsの理念と軌を一にした取組を推進している。 

こうした取組を通じて、人口減少社会、少子化・高齢化を乗り越え、誰もがいつまでも笑顔

で暮らせる「スマイル100歳社会」に向けた、持続可能な神奈川の実現を目指す。 

(1) いつまでも地域で暮らせる健康長寿社会の実現 

(2) 希望を持ち、社会に貢献するあらゆる世代での人づくりの実現 

(3) 互いに支え合い、受け入れ合う、共生社会の実現 

(4) 環境と共生する持続可能な地域経済の実現 

(5) 訪れたい、住み続けたい、人を引きつけるまちづくりの実現 
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 2030 ₴ ỡ ὕ ׄ Ϯϼ  

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

3.8 9.5 指標：未病産業及び再生医療等関連産業の県内市場規模 

現在（2014年）： 

1,000億円 

2030年： 

3,780億円 

 

 

 

 

7.2 7.3 

9.4 9.5 

指標：再生可能エネルギー等による発電量 

現在（2010年度）： 

14.59億 kWh 

2030年： 

104.55億 kWh 

「持続可能な健康長寿社会」の実現に向け、最先端医療・最新技術の追求や未病産業研

究会を中心に、未病の改善に資する新たな商品・サービスの開発促進を図るなど、イノベー

ションを通じた新たな市場の創出を図るとともに、高いレベルの経済生産性や、科学技術の

社会実装を図る。 

また、太陽光をはじめとする再生可能エネルギー等の導入加速化、水素エネルギーの導

入拡大及び省エネルギーの促進とスマートコミュニティの形成などを推進するとともに、関連

産業の裾野の拡大、新たなビジネスモデルの形成を図る。 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

3.d 9.5 

 

指標：糖尿病有病者数の減少 

現在（2014年）： 

23万人 

2030年： 

22万人台（2014年度比）（2025年） 

指標：未病指標の利用者数 

現在（2018年 3 月）： 

0 人 

2030年： 

100万人 

 

17.17 指標：「かながわ人生100歳時代ネットワーク」参加者数 

現在（2018年 3 月）： 

43者 

2020 年： 

175者 

 

 

 

 

8.5 

10.2 

指標：25～44歳の女性の就業率 

現在（2016年）： 

68.3％ 

2022 年： 

72％ 
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「持続可能な健康長寿社会」の実現に向け、個人の行動変容の効果が最も期待されるの

が生活習慣領域であり、未病指標の利用拡大を図るなど未病プロジェクトを推進し、その代

表的疾病である糖尿病への対策によって健康寿命の延伸を図る。 

また、人生 100 歳時代において、子どもから大人まで、県民一人ひとりが生き生きと充実し

た人生を送ることができるよう、県、市町村、大学、企業、NPO 等が連携して、学びの場から

活動の場につなぐしくみを創出し、持続可能な人生100歳時代の社会づくりを進める。 

そして、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができる、そして、家庭、即場、学校、

地域など、人生の様々な場面で、誰もが性別にかかわりなく、ともに生き、ともに参画し、活躍

できる社会の実現を目指す。 

 

（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

7.1，7.2 

7.3，3.9 

指標：県内の年間電力消費量に対する分散型電源による発電量の割合 

2016 年度： 

13.5% 

2030年： 

45% 

 

13.2 指標：温室効果ガス排出量 

2013年度： 

7,729万 t 

2030年： 

5,657万 t （△27%） 

 

①原発に過度に依存しない、②環境に配慮する、③地産地消を推進する、の3 原則をエネ

ルギー施策の基本理念として掲げ、地域において自立的なエネルギーの需給調整を図る分

散型エネルギーシステムの構築を目指す。 

また、地球温暖化による様々な影響を防ぐために、その原因である温室効果ガスの排出を

削減し、地球温暖化の防止に取り組む。 
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①  新産業・新市場の創出（未病産業、再生医療等関連産業の市場拡大） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

9.2，9.5 

3.8 

指標：未病産業研究会参加企業数 

現在（2018年 3 月）： 

540社 

2020年： 

700社 

未病産業の市場拡大を図ることで、未病改善に取り組む個人の増加を目指す。未病産業

の市場を拡大するため、未病産業研究会を通じた産学公連携の強化や、ビジネスマッチング

の実施、未病関連商品の販路拡大等を進める。 

 

②  エネルギー関連産業の促進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

7.1，7.2 

7.3，9.5 

指標：太陽光発電設備の導入量(累計) 

2016年度： 

91.2万 kw 

2020年： 

365万 kw 

かながわスマートエネルギー計画を推進するため、太陽光をはじめとする再生可能エネル

ギー等の導入加速化、水素エネルギーの導入拡大及び省エネルギーの促進とスマートコミュ

ニティの形成に取り組み、地域において自律的なエネルギーの需給調整を図る「分散型エネ

ルギーシステム」の構築を目指すとともに、関連産業の裾野の拡大、新たなビジネスモデル

の形成を図っていく。 

 

③ スマートエネルギーの経済性向上 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

7.1，7.2 

7.3，9.5 

指標：水素ステーション整備箇所数(累計) 

現在（2018年 3 月）： 

13か所 

2020年： 

移動式含め 25か所 
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スマートエネルギー（水素）の地域社会への実装を図っていくためには経済性向上が重要

となることから、水素サプライチェーンの構築を図っていく。 

 

④地産地消の推進（エネルギーの地産地消を含む） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

7.1,7.2 

7.3,3.9 

指標：県内の年間電力消費量に対する分散型電源による発電量の割合 

現在（2016年度）： 

13.5% 

2020年： 

25% 

 

12.3 指標：農畜産物の販売額 

現在（2015年度）： 

646億円 

2020 年： 

646億円（2026年） 

①原発に過度に依存しない、②環境に配慮する、③地産地消を推進する、の3 原則をエネ

ルギー施策の基本理念として掲げ、地域において自立的なエネルギーの需給調整を図る分

散型エネルギーシステムの構築を目指す。 

農作物等の地産地消の取組は、輸送費のコスト軽減とともに、輸送時に発生するＣＯ２や

大気汚染物質の排出を低減させる。また、農産物の地産地消は環境に多面的機能を持つ農

地の保全につながるだけでなく、持続可能な地域経済の基盤となることから、地産地消を推

進する。また、食が健康を支えるという視点から農業を考える「医食農同源」の取組を進める。 

 

⑤ ロボット産業の振興 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

9.5 指標：ロボット実証実験件数(累計) 

現在（2016年）： 

138件 

2020年： 

200件（2022年） 

神奈川県は、国から地域活性化総合特区「さがみロボット産業特区」に指定されており、こ

の制度を活用し、生活支援ロボットの実用化や普及を促進するとともに、関連企業の集積を

進め、地域経済の活性化を図る。 
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⑥ ヘルスケア・ニューフロンティアの推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

3.8，9.5 指標：「マイME- BYOカルテ」の利用者数(累計) 

現在（2018年 3 月）： 

50,000人 

2020年： 

1,000,000人 

スマイル100歳社会の実現に向け、市町村や企業、大学など多様な主体と連携し、未病指

標や次世代ヘルスケア社会システムの構築など個人の行動変容を後押しする仕組みづくりと

ともに、最先端技術の実用化促進に取り組み、超高齢社会を乗り越えるイノベーションの創

出を図る。 

 

⑦ 「人生 100歳時代の設計図」の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

17.17 

4.7 

指標：「かながわ人生100歳時代ネットワーク」参加者数 

現在（2018年 3 月）： 

45者 

2020年： 

130者 

人生 100 歳時代において、子どもから大人まで県民一人ひとりが生き生きと充実した人生

を送ることができるよう、県、市町村、大学、企業、ＮＰＯ等が連携して、学びの場から活動の

場につなぐしくみを創出し、持続可能な人生 100歳時代の社会づくりを進める。 

 

⑧ 「ともに生きる社会かながわ」の推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

11.2,11.7 

17.17 

指標：福祉施設の入所者の地域生活への移行 

現在（2016年度）： 

施設入所者数 4,899人 

2020年： 

移行者数 470人（4,899人×10%） 

「ノーマライゼーション」の思想を根底に、障がい者を特別視するのではなく、一般社会の

中で普通の生活が送れるよう条件を整え、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことがで

きる「ともに生きる社会かながわ」の実現を目指す。 
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⑨ ロボット技術の社会実装 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

9.5 指標：生活支援ロボットの商品化件数(累計) 

現在（2018年 3 月）： 

19件 

2020年： 

44件（2022年） 

「さがみロボット産業特区」を活用してロボット関連産業の創出・育成を図るとともに、加齢

に伴う身体の機能低下を支える技術や自動車の自動運転技術を高齢者など移動に制約の

ある者の活動範囲の拡大につなげるための取組を進めるなど、ロボット技術の社会システム

化を図っていく。 

 

⑩ 地球温暖化対策計画の推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

13.1 

13.3，

7.2，7.3 

指標：大規模事業者のうち二酸化炭素排出量の削減目標を達成した事業者の割合 

2015年度末時点： 

61.3% 

2020年： 

74% 

地球温暖化対策計画に基づき、温室効果ガスの削減や、地球温暖化への適応を図るため

の取組や分散型エネルギーシステムの構築に向けた取組を進める。 

 

⑪ 新たなエネルギー政策の推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

7.1，7.2 

7.3，9.5 

指標：ZEHの設置数(累計) 

現在（2018年 2 月）： 

1,538件 

2020年： 

35,000件 

「かながわスマートエネルギー計画」を推進し、ＣＯ２の削減や地球温暖化対策を推進する

とともに、安定した分散型電源の導入拡大、省エネルギーの促進とスマートコミュニティの形

成を図り、エネルギー自立型の住宅、ビル、まちの実現を目指す。 
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⑫ 自動運転車の普及支援 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

9.5，

13.1，

13.3 

指標：自動運転技術の開発・普及 

現在（2018年 3 月）： 

部分運転自動化（レベル2） 

2020年： 

条件付き運転自動化（レベル3） 

自動運転車の普及は、効率的な運転によるエネルギー消費の低減をもたらし、排出ガス

（ＣＯ２や大気汚染物質）の削減につながる。また、渋滞・交通事故の低減にもつながることか

ら、社会的恩恵も大きい。さらに、高齢者や障がい者の移動が容易になることから、長寿社会

における活躍支援や交通不便地での交通手段確保にもつながる。国家戦略特区制度の活

用を図りながら、自動車の自動運転技術の開発と普及に取り組む。  
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↑  

SDGs の認知度を上げ、県民・企業が「自分ごと」として、SDGs に取り組むことを支援する

ため、地域における取組み事例を集めた「かながわ版SDGsアイデアブック」を製作し、広く普

及・啓発を図る。 

＜市町村＞ 

県内３政令指定都市との４首長懇談会、横須賀三浦地域、県央地域、湘南地域、足柄地

域及び西湘地域の地域別首長懇談会を設置。また、未病の改善や人生100 歳時代の設計

図の取組などを全県的に展開している。 

また、実務者レベルでSDGsの共同勉強会を開催するなど市町村と連携し、他自治体にお

ける先進事例の共有や住民への普及啓発策などを検討する。 

＜民間企業等＞ 

民間企業 16 社及び４大学と包括連携協定を締結しており、このネットワークを生かして

SDGsの情報発信、普及啓発に取り組んでいく。 

また、地域単位・民間ベースでSDGsをテーマにしたフォーラム開催の動きが出てきている。

こうした動きをサポートしながら、継続的に啓発活動を行っていく。 

さらに、SDGsに取り組む民間企業やNPO等を表彰・認定する制度を設け、民間企業にお

けるSDGsの取組促進を図るとともに、中小企業向けの「SDGs Compass（SDGsの企業行動

指針）」を作成し、経済団体（経営者協会、中小企業団体中央会、商工会連合会、商工会議

所連合会）等を通じて、多くの企業にSDGs推進を呼びかけていく。 

＜マッチングセンター機能＞ 

SDGsの多様な目標の追求に向けては県だけでなく、市町村、企業、大学、NPO等とともに

連携して推進していくことが大切である。 

そこで、県が市町村と企業、市町村と大学・NPO など、各主体間のマッチングを行い、人

材・フィールド・知見・取組をつなぎ、相乗効果を生み出していく。マッチングにあたっては、

SDGsの地域事例集や中小企業向けの SDGs Compassを活用する。 

そして、日本のSDGs推進における都道府県の役割を明らかにしていく。 

 

 

 

 

 

 

ⱴ
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↑  

東京都、千葉県及び埼玉県をはじめとした九都県市首脳会議や関東地方知事会、また、

富山県及び鹿児島県とは越県交流を実施しており、こうした場を活用して、本県のSDGs の

取組をＰＲし、普及展開を図る。 

また、SDGs を共通言語として、課題解決に取り組む官民の連携創出を支援することを目

的に、国において設立された「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」に参画するとともに、

プラットフォームの普及促進支援を活用して、本県の取組を発信していく。 

さらに、中小企業向けの「SDGs Compass（SDGsの企業行動指針）」については、全国共通

で活用できるような仕様を目指す。 

 

↑  

日本貿易振興機構(JETRO)横浜貿易情報センター、独立行政法人国際協力機構(JICA)横

浜センター、とビジネス交流支援や留学生就職支援などで連携を図っている。また公益財団

法人地球環境戦略研究機関(IGES)は SDGs に造詣が深く、こういった機関と連携し、神奈川

の SDGsの取組を効果的に国際展開していく。 

ＷＨＯ・世界保健機関本部の高齢化部門に、地方自治体初のセコンドメントとして職員を長

期派遣し、連携の強化を図っている。このＷＨＯを軸とした各国専門家とのネットワークをはじ

め米国スタンフォード大学や英国セルアンドジーン・セラピー・カタパルト、シンガポール政府

関係機関など、米国・欧州・アジアの国や地域と11のＭＯＵの締結を契機とした太いパイプを

有しており、普及啓発だけではなく、将来的な連携事業も期待できる。 

2016年から「ベトナムフェスタin 神奈川」を開催。2016年にはブン首相も来県。2018年か

らは「神奈川フェスタin ベトナム」を開催する運びとなり、強固な連携関係を構築している。こ

ういった関係を生かし、本県の取組の国際展開を図る。 
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【総合計画】 

神奈川県の総合計画である「かながわグランドデザイン」では、基本理念として「いのち輝く

マグネット神奈川」を掲げている。いのちが輝くためには、医療の充実だけでなく環境、エネル

ギー、農業など生活のすべてにわたって安全が確保され、それらを持続可能な形で維持する

ことが必要。 

あらゆる人の生命や生活を守る多様性と包摂性のある社会の実現を目指して、環境・経

済・社会の広範な課題に対して統合的な取組を進めるSDGs の考え方は、「いのち輝く神奈

川」の取組と軌を一にするものである。このため、2019 年度以降を計画期間とする次期総合

計画の策定にあたっては、SDGsを県の政策の「座標軸」として、神奈川県の立ち位置や目指

す方向性を確認し、SDGsの理念を反映させていく。 

【神奈川県まち・ひと・しごと創生総合戦略】 

神奈川県では、まち・ひと・しごと創生に向け、健康長寿のまちづくりや成長産業であるエネ

ルギー産業、未病産業、ロボット産業等の創出・育成、持続可能な魅力あるまちづくりなどの

取組を進めている。2018 年３月の戦略改訂にあたり、SDGs を念頭に施策を推進し、世界が

目指す持続可能な社会の実現にも貢献することを目指すことを明記した。 

【かながわスマートエネルギー計画】 

地域において自律的なエネルギーの需給調整を図る分散型エネルギーシステムの構築を

目指し、再生可能エネルギー等の導入の加速化をはじめとした取組を推進している。 

2018 年３月の改定に当たり、SDGs と理念を共有し、エネルギーの地産地消を推進するこ

とにより、世界が目指す持続可能な社会の実現にも貢献することを明記した。 

【ヘルスケア・ニューフロンティア推進プラン】 

超高齢社会を乗り越えていくために、ヘルスケアの分野で「最先端医療・最新技術の追求」

と「未病の改善」という２つのアプローチを融合させ、持続可能な新しい社会システムを構築

するヘルスケア・ニューフロンティア推進プランについて、2018 年３月の策定にあたり、SDGs

の理念に沿った取組を進めることで、県民生活をめぐる課題にしっかりと対応していくことを

明記した。 

【その他個別計画】 

神奈川県の個別計画等についても、すでに21の計画等で SDGsの趣旨を反映しているほ

か、今後、神奈川県が策定・改定する計画等についても、原則としてSDGs の趣旨を計画に

反映していく。 
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【執行体制】 

SDGsを念頭に置いた政策立案や、本県の政策とSDGsとの関係を整理し、調整するSDGs

推進本部を2018年 3 月に設置した。2018年 4 月には、いのち・SDGs担当理事を配置した。 

 

【構成員】 

SDGs推進本部 ： 知事、副知事、理事(いのち・SDGs担当)、各局長 等 

調整部会 ： 各局 SDGs 担当官、関係課長 等 

事務局 ： 政策局政策部総合政策課 

 

【役割・責任分担】 

（1）推進本部 

① 持続可能な開発目標・SDGsの推進 

② その他持続可能な開発目標・SDGsに係る重要事項の総合的企画及び調整 

（2）調整部会 

① SDGs推進本部の所掌事項の調整 

② その他持続可能な開発目標・SDGsに関する課題の調整 

 

【進捗管理】 

神奈川県は総合計画の基本理念に「いのち輝くマグネット神奈川」を掲げ、様々な施策を

連関させ、総合的に取り組んでいる。こうした取組はSDGsと軌を一にするものと考えており、

総合計画の策定・推進にあたっての意思決定プロセス、進捗管理の方策を活用して各局が

協働して総合的に取り組んでいく。 

2018 年度は総合計画の計画期間の最終年度にあたり、施策の総点検を行う予定である。

その際、SDGs を念頭に置いた施策や数値の検証を行い、SDGs の達成状況を把握し、現状

の立ち位置や目指す方向を確認する。また、次期総合計画を策定する際には、SDGs を念頭

に施策や数値目標の設定を行う。 

進捗管理にあたっては、総合計画の評価を行う有識者等からなる審議会においてSDGs

の取組の評価も併せて行い、ＰＤＣＡサイクルにより改善を図り、各局が協働して総合的に取

り組んでいく。 
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─  

SDGs推進本部を通じて、県のそれぞれの取組とSDGsとの連関を整理するとともに、政策

を県民・企業・アカデミア・ＮＰＯ等と進めるにあたって、SDGs の視点を共有し、連携して取り

組んでいく。 

特に「持続可能な健康長寿社会」の形成に向けては、未病コンセプトに基づく新しい商品・

サービスの創出・育成など、未病産業を創出する過程における様々な課題を解決するための

場として、神奈川県・企業・アカデミア・ＮＰＯ等による「未病産業研究会」を2014年８月に設置

しており、2018年３月１日現在540社・団体が参加している。 

未病産業研究会には製造業、小売業、サービス業、ＩＴ・データ系、金融機関、介護・医療、

教育・研究の多様な分野から参加いただいており、SDGsの達成に向けた異業種間交流やマ

ッチングを進めていく。 

 

─  

2018年２月に、知事自ら県内の全33 市町村長に対して、県と市町村が一緒になって持続

可能な社会づくりに取り組むことを呼び掛けている。今後、県・市町村間行財政システム改革

推進協議会等を通じて、SDGsに関する市町村との情報交換や連携協力を進めるなど、十分

にコミュニケーションを図りながら市町村と一体となってSDGs の推進に取り組み、県内にお

けるSDGs推進の機運を醸成する。 

また、神奈川県とともにSDGs未来都市及び自治体 SDGsモデル事業に選定された、横浜

市、鎌倉市とも連携し、SDGsの取組を推進する。 

 

⌂  

日本貿易振興機構(JETRO)横浜貿易情報センター、独立行政法人国際協力機構(JICA)横

浜センター、とビジネス交流支援や留学生就職支援などで連携を図っている。また公益財団

法人地球環境戦略研究機関(IGES)は SDGs に造詣が深く、こういった機関と連携し、神奈川

の SDGsの取組を効果的に国際展開していく。 

神奈川県では、米国のメリーランド州やマサチューセッツ州、スタンフォード大学など、世界

トップクラスのライフサイエンス産業が集積する地域や大学との間でMOU（Memorandum Of 

Understanding）を締結しており、SDGs のゴールであるイノベーションの創出に向けた効果的

な連携が期待できる。 

また、神奈川県職員を派遣しているＷＨＯ・世界保健機関をはじめ、英国セルアンドジー

ン・セラピー・カタパルト、シンガポール政府関係機関など、最先端医療や未病産業に取り組

む地域との連携も展開しており、こうしたネットワークを活用することにより、本県が展開する

SDGsの普及に大きく寄与することが期待される。  



20 

 

 

 

 ὑ ֝  

 

自治体ＳＤＧｓモデル事業名：SDGs社会的インパクト評価実証プロジェクト 

 

（課題目標・設定） 

 

 

 

神奈川の持つ「強み」を生かして、経済・社会・環境の三側面において、社会的なインパ

クトを「見える化」する新たな評価手法を確立することで、ヒト・モノ・カネ・情報の好循環を生

み出し、また、超高齢社会の中で重要な役割を担うコミュニティ機能を強化するための取組

を推進するなど、持続可能なモデルを、県内はもとより全国へ展開していく。 

 

＜社会面＞ 

わが国で現在、超高齢社会が進展している中、高齢化のスピードとボリュームが全国屈

指となる神奈川県では、超高齢社会を乗り越える取組として、「ヘルスケア・ニューフロンテ

ィア」政策により、社会面（高齢化対策・健康）と経済面（産業・技術）との融合を進め、健康

寿命の延伸及び新産業・新市場の創出に取り組んでいる。 

将来の人口構造が劇的に変化する中で、SDGs の理念を具現化する次世代社会システ

ムにより、いかに「持続可能な超高齢社会」を構築していくかが課題となる。 

 

＜環境面＞ 

東日本大震災での甚大な被害を踏まえ、本県では地域における新たなエネルギー体系

の構築に向けて、「かながわスマートエネルギー計画」により、再生安納エネルギーや分散

型エネルギーの導入拡大、水素エネルギーの普及、エネルギー自立型住宅の推進、スマ

ートタウンの推進、燃料電池自動車や電気自動車の導入拡大、さらにはスマートエネルギ

ー関連産業の振興など、エネルギーを軸に、環境面と経済面の連携強化を図っている。 

 

＜経済面＞ 

超高齢社会の到来やエネルギーの自立化など、様々な社会や環境面での新たな課題

やニーズを掘り起こし、これらを解決することが、新たなビジネスチャンスとなると考えてお

り、ここに、いかに「ヒト・モノ・カネ・情報」の好循環の流れをつくり、「持続的に経済のエンジ

ンを回していく」かが課題となる。 

S̱DGs ˗  

ꜟכ◗  ターゲット3.8 

ꜟכ◗  ターゲット7.3 

ꜟכ◗  ターゲット9.5 
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（取組の概要） 

 

人生 100 歳時代を迎えている中で、すべての世代が自立したライフスタイルを実践し、100

歳になっても健康で生きがいと笑顔あふれる健康長寿社会「スマイル100 歳社会」の実現に

向けて、SDGsの推進に資する取組を進める。 

「経済」面の取組として、IoHH（Internet of Human Health）関連のビジネスを振興し、個人

が主体的に未病の改善を図るための未病産業の創出促進に取り組む。また、HEMSや水素・

燃料電池関連分野への県内中小企業の事業参入及び技術・製品開発等を促進する。さらに、

さがみロボット産業特区を活用してロボット関連産業の創出・育成を図るとともに、ロボット技

術の社会実装を図る。 

「社会」面の取組として、地域コミュニティの中でお互いに支え合いながら未病の改善を図

る。そして、人生 100 歳時代において、子どもから大人まで県民一人ひとりが生き生きと充実

した人生を送ることができるよう、県、市町村、大学、企業、NPO 等が連携して、人生の充実

とともに持続する地域社会づくりにつなげる。 

また、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができる「ともに生きる社会かながわ」

の実現をめざし、施設入所者の地域生活移行にも取り組む。 

「環境」面の取組として、エネルギー自立型のコミュニティ=CEMS（Community Energy 

Management System）の実現に向け、ZEH、燃料電池車などの導入促進を図る。 
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これらを統合した取組として、民間投資の促進に向けたSDGs社会的インパクト評価システ

ムの構築を図るとともに、「Fujisawaサスティナブル・スマートタウン（Fujisawa SST）」をフィー

ルドに実証事業を行うことで、持続可能な取組を県内外へ波及させていく。 

 

＜SDGs推進に向けた共同研究＞ 

県民一人ひとりがSDGs の推進を自らのこととして捉え、具体的な取組として進めていくため、

SDGsの視点から県・地域の課題を把握し、その課題の解決とSDGsの目標を同時に達成するよ

うな取組に関して、大学、企業、NPO等とともに研究する。 

＜マッチングセンター機能＞ 

SDGsの多様な目標の追求に向けては県だけでなく、市町村、企業、大学、NPO等とともに

連携して推進していくことが大切である。 

そこで、県が市町村と企業、市町村と大学・NPO など、各主体間のマッチングを行い、人

材・フィールド・知見・取組をつなぎ、相乗効果を生み出していく。マッチングにあたっては、

SDGsの地域事例集や中小企業向けの SDGs Compassを活用する。 

そして、日本のSDGs推進における都道府県の役割を明らかにしていく。 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

ⱴ
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 ʢζ ֝  

 

ᵑ ─  

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

9.5,3.8 指標：ME- BYO BRAND認定件数（累計） 

現在（2018年 3 月）： 

８件 

2020年： 

18件 

指標：未病産業関連商品の事業化件数[A1] 

現在（2018年 3 月）： 

31件 

2020年： 

100件 

 

 

8.2 

 

指標：県の支援を受けて県内に集積する最先端医療関連のベンチャー企業数

（累計） 

現在（2018年 3 月）： 

18社 

2020年： 

50社 

指標：ヘルスケア・ニューフロンティア・ファンドの投資先企業数（累計） 

現在（2018年 3 月）： 

4 社 

2020年： 

20社 

指標：HEMSや水素関連の技術開発・製品開発に関する県の支援件数 

現在（2018年 3 月）： 

－件 

2020年： 

15件 

 

9.5 指標：生活支援ロボットの商品化件数（累計）  

現在（2018年 3 月）： 

19件 

2020年： 

44件（2022年） 

 

①－１ ME－BYO BRAND制度（認定による産業育成） 

新たな産業である未病産業を創出・育成するには、トップランナーとなる商品・サービスを

「MEーBYO BRAND」として県が認定することにより、未病産業の魅力を広め、産業化の牽引

を図ることが重要である。そこで「MEーBYO BRAND」制度や認定される商品・サービスの積

極的な PR など未病産業の認知度を高める取組を行い、未病産業を創出するトップランナー

としてふさわしい商品・サービスを厳選して認定する。 

①－２ 未病産業市場拡大プロジェクト等の推進 

未病産業を創出する過程における様々な課題を解決するための場として、製造業、小売業、

サービス業、金融業等の異業種約540 社が参加する未病産業研究会を通じて、異業種間交
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流、産学公連携によるネットワークを強化し、新商品等の開発を促進する。 

①－３ 「ライフイノベーションセンター」を核とした最先端医療関連ベンチャー企業支援 

再生・細胞医療の産業化拠点として2016年度に川崎市・殿町に開所した「ライフイノベーシ

ョンセンター」を核とした同分野のベンチャー企業への支援など、最先端医療関連のベンチャ

ー企業への重点的な支援を展開する。 

①－４ ヘルスケア・ニューフロンティア・ファンドによる成長産業分野への投資 

ヘルスケア・ニューフロンティアの早期実現に向けて、未病産業・最先端医療産業など、今

後の成長が期待されるヘルスケア分野の産業創出及び社会的課題の解決に資するベンチャ

ー企業等を支援するため、民間と連携し「ヘルスケア・ニューフロンティア・ファンド」を組成し、

未病産業・最先端医療産業といった成長分野を牽引し、社会的課題の解決に資するベンチャ

ー企業等に投資を行う。 

①－５ スマートエネルギー関連製品等開発促進事業 

県内中小企業を対象に技術・製品開発等に向けたセミナーの開催やアドバイス等のサポ

ートを実施することにより、HEMS や水素・燃料電池関連分野への県内中小企業の事業参入

及び技術・製品開発等の促進を図る。 

①－６ ロボット技術の社会実装 

「さがみロボット産業特区」を活用してロボット関連産業の創出・育成を図るとともに、加齢

に伴う身体の機能低下を支える技術や自動車の自動運転技術を高齢者など移動に制約の

ある者の活動範囲の拡大につなげるための取組を進めるなど、ロボット技術の社会システム

化を図っていく。 

 

  



25 

 

ᵒ ─  

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

3.8 指標：「マイME－BYOカルテ」の利用者数（累計） 

現在（2018年 3 月）： 

5 万人 

2020年： 

100万人 

指標：未病指標の利用者数 

現在（2018年 3 月） 

0 人 

2020年： 

2 万人 

指標：神奈川ME- BYOリビングラボ実証件数(累計)  

現在（2018年 3 月）： 

5 件 

2020年： 

100件 

指標：ME- BYOハウスラボ事業化件数(累計) 

現在（2018年 3 月）： 

2 件 

2020年： 

10件 

 

17.17 指標：「かながわ人生100歳時代ネットワーク」参加者数 

現在（2018年 3 月）： 

43者 

2020年： 

175者 

 

 

 

[A2]11.2,11.7 

17.17 

指標： 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

現在（2016年度）： 

施設入所者数 4,899人 

2020年： 

移行者数 470人（10％） 

 

 

 

8.5，10.2 指標：25～44歳の女性の就業率 

現在（2016年）： 

68.3％ 

2022 年： 

72％ 

 

＜未病（ME- BYO）＞ 

②－１ 「マイME－BYOカルテ」の普及 

ヘルスケアICT のプラットフォームである「マイME－BYOカルテ」の普及を図るため、健診

結果の自動取込など、「マイME－BYO カルテ」の使いやすさを高めるとともに、市町村や企

業、国と連携して健康増進・子育て支援・避難所運営（避難者管理）など様々な行政課題の

解決に「マイME－BYOカルテ」の活用を図りデータヘルスを推進する。 
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②－２ 未病指標の構築・活用 

未病の改善に向けた行動変容を起こしていくため、現在の未病の状態とともに、将来の疾

病リスクを「見える化」する未病指標を構築する。市長と連携し、特定健診の場などを活用し、

未病指標の利用拡大を図る。 

 

②－３ 神奈川 ME- BYO リビングラボ実証件数県民が安心して未病改善の実践に取り組む

とともに、未病産業の持続的発展を促進するため、市町村やCHO 構想（健康経営）を実践し、

運営する企業等と連携し、未病関連商品・サービスについて実証・評価する仕組みを構築す

る。 

 

②－４ ME- BYOハウスラボ事業化件数 

家を健康管理の重要な拠点と位置づけ、健康データ等を測定する最新のデバイス・危機を

活用して日常生活における健康データ等の収集・分析を行うME- BYOハウスラボの取組を発

展させ、遠隔在宅診療等、家で収集したデータを地域でデータを活用する仕組みの検討や、

ハウスコンセプト商品の市場化促進を図る。 

 

＜人生 100歳時代＞ 

②－５ 「かながわ人生100歳時代ネットワーク」参加者数 

人生 100 歳時代において、子どもから大人まで県民一人ひとりが生き生きと充実した人生

を送ることができるよう、県、市町村、大学、企業、NPO等が連携して取り組む。 

様々な学びの場から活躍の場につなぐプロジェクトを立ち上げ、学びの機会の拡大や、県

民への情報発信、県民の意識転換を図る。 

 

＜共生社会＞②－６福祉施設の入所者の地域生活への移行 

「ノーマライゼーション」の思想を根底に、障がい者を特別視するのではなく、一般社会の

中で普通の生活が送れるよう条件を整え、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことがで

きる「ともに生きる社会かながわ」の実現をめざし、福祉施設の入所者の地域生活への移行

の促進を進める。 

②－７ 25～44歳の女性の就業率 

様々なライフステージに応じた女性の就業を支援するため、仕事と育児の両立支援やキャ

リアカウンセリング、職業訓練等を実施するほか、働きたい女性が「仕事か子育てか」といっ

た二者択一を迫られることなく働き続けられるよう、育児・介護の基盤整備や、女性が働きや

すい就業環境の整備を図る。 
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ᵓ ─  

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

7.1，7.2 

13.2,13.3 

 

 

 

指標：太陽光発電設備の導入量（累計） 

2010年度： 

13.11万 kw 

2020年： 

584万 kw 

指標：FCV普及台数（累計） 

現在（2018年 3 月）： 

192台 

2020年： 

5,000台 

指標：電気自動車（EV）の導入台数 

2010年度： 

1,213台 

2020年： 

最大 29,000台 

指標：水素ステーション整備箇所数（累計） 

現在（2018年 3 月）： 

13か所 

2020年： 

移動式含め 25か所 

指標：ZEHの設置数（累計） 

現在（2018年 2 月）： 

1,538件 

2020年： 

35,000件 

 

13.2,13.3 指標：大規模事業者のうち二酸化炭素排出量の削減目標を達成した事業者の割合 

2015年度末時点： 

61.3％ 

2020年： 

74％ 

 

③－１ 太陽光発電設備の導入拡大 

固定価格買取制度を利用しない自家消費型の太陽光は発電導入を促進するため、太陽

光発電等の導入に対して支援するとともに、太陽光発電の意義やメリットを広く県民に周知す

るソーラーフェアを開催する。また、セミナーの開催やイベント出展等により再生可能エネル

ギーの普及啓発を実施する。 

③－２ 燃料電池車の導入拡大 

水素・燃料電池の導入拡大を促進するため、燃料電池自動車、燃料電池フォークリフトの

導入コストを低減するための支援を行い、初期需要の創出を図る。 

③－３ 電気自動車（EV）の導入拡大 

神奈川県では、電気自動車や充電設備の導入に対する低利融資を行うとともに、電気自
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動車の蓄電池としての活用促進や電気自動車通勤者のために充電設備を事業所等に設置

するワークプレイスチャージングなど、電気を供給するインフラの整備を行う。 

 

③－４ 水素ステーションの整備促進 

水素・燃料電池の導入拡大を促進するため、燃料電池自動車の普及に不可欠な水素ステ

ーションについて、事業者の整備費用を低減するための支援を行い、整備促進を図る。 

 

③－５ エネルギー自立型住宅の促進 

省エネと創エネにより年間の１次エネルギー消費量を正味でゼロにする、ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ハウス（ZEH）の導入に対して、補助を行うことにより導入促進を図る。 

 

③－６ 事業活動温暖化対策計画書制度の実施 

事業活動に伴い排出される温室効果ガスの削減に向けた積極的な取組みを促進するため、

一定規模以上の事業活動を行う事業者に対し、温室効果ガスの自主的な削減目標や削減

対策等を記載した計画書の提出を義務付け、その概要を県が公表する。 
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 ʢζ ֻ ֝  

 

統合的取組の事業名：SDGs推進に向けた「社会的インパクト評価システム」の導入 

経済・社会・環境の三側面をつなぐ統合的な取組として、SDGs 推進に向けた行政・民間等

様々な主体による持続的な取組を推進するため、社会的効果を「見える化」する「社会的イン

パクト評価システム」の導入を図る。 

SDGs が目指す持続可能な社会を構築するためには、民間による取組が重要かつ不可欠

であるが、現状ではCSR的観点からの取組みが主流であり、本格的なビジネスとして持続的

に展開するためのしくみづくりが課題となっている。 

一方で、ESG 投資に代表されるように、資金提供側は売上や利益といった財務面に加え、

社会的な課題の解決に資する事業を投資対象先として重視している。 

そこで、SDGs に取り組む事業者と資金提供側を結び付けるため、取組みの効果をSDGs

の観点から、社会的インパクトとして、定量的・定性的に評価する仕組みを構築する。 

本県では、これまで、SIB（ソーシャル・インパクト・ボンド）の導入に向け、(公財)日本財団と

調整を進めた経緯があり、さらに、超高齢社会を迎える中、社会的課題の解決に挑戦するベ

ンチャー企業等を支援する目的で、県主導により「ヘルスケア・ニューフロンティア・ファンド」を

民間との連携により組成している。 

このファンドでは、出資者であり、日本財団の関連団体として、社会的投資の促進を目的に

設立された(一財)社会的投資推進財団と連携して、ファンド投資先企業の事業について、社

会的インパクト評価を行うことを予定している。 

こうした状況を踏まえ、評価対象をファンドの投資先のみならず、SDGs の推進に係る取組

みに拡大するとともに、SDGs の観点を踏まえた社会的インパクト評価システムとして構築を

目指すものである。 

社会的インパクト評価については、①評価対象の事業が目指すアウトカム効果をKPI とし

て設定、その実現に向けた戦略となるロジックモデルを策定し、②実施状況のモニタリングを

行い、③事業で生み出されたアウトカムの状況や要因を分析し、④その評価結果及び事業

改善策を出資者や事業主体に報告し、次のステップアップにつなげていくなど、PDCA手法の

活用を想定している。これにより、企業の社会的価値の向上や、投資家の資金呼び込みを図

り、SDGs を推進する事業に対する民間資金流入の拡大につなげ、経済のエンジンを回して

いく。 
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Plan ： ロジックモデル(*)の作成、KPIの設定…ロジックの検証、アウトカムの決定 

Do ： 事業実施及びデータ収集…指標のモニタリング 

Check ： 分析…アウトカムの実現状況、実現状況の要因分析 

Action ： 意思決定への活用・報告…分析に基づく事業改善、ステークホルダーへの報告 

(* )ロジックモデル 

投資先の事業と社会的インパクトの関係を、「インプット」、「事業活動」、「アウトプット」、「ア

ウトカム」の関係として、図示したもの 

こうした取組は、SDGs に関する新たな社会的価値を創造するもので、社会的インパクトを

判断材料とする投資家の投資行動にも大きな影響を与えるという、これまでにはない画期的

な内容である。神奈川県としては、この「社会的インパクト評価システム」をSDGs推進の先導

的なプラットフォームとして、より多くの自治体・企業・NPO・アカデミアと連携し、活用の道を広

げていきたいと考えている。将来的には、本県だけでなく、我が国、ひいては、世界的にも通

用し、SDGsの推進に大きく寄与するものと期待している。 

このような考えの下、社会的インパクト評価システムを構築し、検証するための実証事業と

して、「スマイル100 歳時代」の実現に向けて、「介護人材不足」や「地域人材の活用」など社

会的課題の解決において重要な役割を担うコミュニティに焦点を当て、「多世代連携によるコ

ミュニティ機能の強化」に取り組む。 
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実証フィールドとして、サスティナブルに進化し続ける先導的スマートタウン「Fujisawaサス

ティナブル・スマートタウン（Fujisawa SST）」(*)を予定している。 

FSST では、自立共生型エネルギー・マネジメントを軸に、住民が健康に住み続け、100 年

持続する街づくりを進めている。 

この FSST において、「多世代連携によるコミュニティ機能強化」をテーマに取組み有機的

に展開する。 

(*) FSSTの概要 

2012 年に神奈川県藤沢市に生まれた「Fujisawaサスティナブル・スマートタウン（Fujisawa 

SST）」は、先進的な取組を進めるパートナー企業と藤沢市の官民一体の共同プロジェクト。

面積約 19ha、計画人口は3,000人。現在、470世帯もの家族の営みが続くリアルなスマートタ

ウンとして、様々な取組を実施している。 

☆平成 27年度かながわ地球環境賞、平成28 年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰 
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＜FSSTにおける実証事業の主な概要＞ 

＜実証事業＞ 

（ねらい）地域住民が担い手となる、多世代連携の互助によるコミュニティケアの実現 

～住民(ノンプロ)を地域の担い手(セミプロ)として育成し、コミュニティケアによる”互助“を促進～ 

 

 

 

取組① 介護サービス施設入居者・従業員一人ひとりの状況に応じたサービス提供モデルの構

築 

 ̧ 定型ルールや勘に頼ったサービス提供ではなく、入居者・従業員一人ひとりの状況

（センサーによる取得情報などを活用）に応じたサービス提供モデルの構築 

 ̧ サービス提供モデルの構築を通じて、介護メソッド（手法）の確立 

 ̧ 確立した介護メソッドを、講習などにより住民に伝播 

取組② デジタル技術とコミュニティケアを活用したサービスモデルの構築 

 ̧ 見守りエアコンなどのデジタル技術やコミュニティ（周辺住民）によるケアを活用 

 ̧ 遠隔の場合や訪問型のサービスであっても適時・適切に質の落ちないケアを実現 

 ̧ 空き家や居宅リフォームにより、施設集中型ではなく、分散型のケアサービスを実現 

 ̧ 人生 100歳時代における、シニアの生きがい就労、社会参加の促進にもつながる 

取組③ シェアリングサービスの展開 

 ̧ 確立した介護メソッドを活用し、事業者ではなく、地域住民（ノンプロ）によるケア（当初

は配食サービス）のしくみを構築 

 ̧ シェアリングサービスを通じて高齢者と住民の交流を図る 

取組④ 住民の互助風土の醸成 

 ̧ 介護体験、コミュニティスペースにおける囲碁・将棋、華・茶道などのクラブ活動等を通

じて高齢者と住民のふれあいの機会を創出 

 ̧ FSSTウェルネススクエアの認知向上と地域における介護風土・文化の醸成を図る 

 

＜評価事業＞ 

○ 上記の実証事業が、「介護人材不足」「地域人材の活用」「高齢者の生きがいづくり」など、

どの社会的価値の創出につながっているかを定量的、定性的に評価する。 

○ これにより、様々な関係者の理解・協力を得やすくするとともに、ESG投資や SIBなど、社

会的投資を呼び込み、持続可能な取組につなげていく。 
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＜住民ニーズの掘り起こしと実証による新製品・サービス開発＞ 

リビングラボの手法を通じて住民ニーズを掘り起こすとともに実証を通じた新製品・サービスの

開発を行う。 

未病産業研究会企業のシーズや、個人の健康情報のプラットフォームであるマイME- BYOカル

テなどのICT、健康サポート薬局等を活用した在宅診療・遠隔服薬指導などを活用する。 

 

＜地域における自立共生型エネルギー・マネジメントの実現＞ 

HEMSとBEMSを発展させ、CEMSの実現を図るとともに、エコモビリティ、コミュニティソーラー、

エネルギーの地産地消、災害時の共用化など、地域で自立共生型のスマートエネルギーのしくみ

を構築する。 
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■ 経済⇔環境 

【経済→環境】 

 

KPI 

指標：社会的インパクト評価の活用による事業者への投融資件数 

現在（2018年 3 月）： 

0 件 

2020年： 

20件 

 

社会的インパクト評価の導入により、経済面では、環境面で取り組みを進める事業者の評

価について、売上や利益といった従来の指標に、社会的な効果という新たな評価を加えるこ

とが可能になり、こうした活動を広くアピールすることで、金融機関・事業会社・個人等多様な

主体からの投融資拡大が期待される。 

これにより、環境面においては、こうした資金を活用して、環境負荷の軽減に向けた最先端

技術を活用した研究開発・事業開発が加速されるなど、環境面への貢献が期待できる取組

が促進されるという相乗効果が創出される。 

そこで、社会的インパクト評価による投融資の拡大を目指す。 

 

【環境→経済】 

 

KPI 

指標：社会的インパクト評価の活用により社会的価値の向上が図られた事業主体数 

現在（2018年 3 月）： 

0 者 

2020年： 

20者 

 

社会的インパクト評価の導入により、環境面では、環境改善に向けた様々な取組みについ

て、その効果を客観的に評価することで、新たな価値を創造することが可能となり、新たな需

要創出・市場の拡大が期待される。これにより、経済面において、事業者は多様な関係者か

らの支援・協力を得ることが可能となり、取組の加速化や拡大化が促進されるなどの相乗効

果が創出される。 

そこで、社会的インパクト評価を活用した事業主体の社会的価値の創出・向上を目指す。 
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■ 経済⇔社会 

【経済→社会】 

 

KPI 

指標：社会的価値を重視した商品・サービス等の開発件数 

現在（2018年 3 月）： 

1 件 

2020年： 

20件 

 

社会的インパクト評価の導入により、経済面では、より高い社会的な効果が期待できる製

品の開発等を行う事業者による多様かつ円滑な資金調達を行うことが可能になる。 

これにより、社会面においては、健康等に関連する社会的課題の解決に挑戦する事業や

主体の多様化・拡大化が促進され、より質の高い製品・サービスの提供が可能になるという

相乗効果が創出される。 

そこで、社会的課題の解決に向けて、社会的価値を重視した製品・サービスの開発促進を

目指す。 

 

【社会→経済】 

 

KPI 

指標：ニーズ・課題の顕在化を通じた新たな事業機会の創出件数 

現在（2018年 3 月）： 

0 件 

2020年： 

20件 

 

社会的インパクト評価の導入により、社会面では、例えば健康に関して、より効果・付加価

値の高い製品やサービスの評価・選択が可能になり、その選択の中で、ステークホルダー

（消費者等）の潜在的なニーズや課題が顕在化してくることが期待される。 

これにより、経済面においては、こうしたニーズや社会的課題の解決に向けた新たな事業

機会の創出や拡大につながるという相乗効果が期待される。 

そこで、社会的インパクト評価を活用し、新たな事業機会の創出・拡大を目指す。 
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■ 社会⇔環境 

【社会→環境】 

 

KPI 

指標：環境面の影響・効果を考慮する社会的インパクト評価の件数 

現在（2018年 3 月）： 

0 件 

2020年： 

10件 

社会的インパクト評価の導入により、社会的効果の「見える化」を図ることで、社会面にお

けるステークホルダー（企業・住民・行政等）による意識改革・行動変容が期待される。 

超高齢社会を迎える中、医療需給のひっ迫化や介護人材不足などの社会的課題の解決

は、喫緊課題であり、こうした課題可決に向けた様々なソリューションについて、社会面（特に

健康）とともに、環境面の影響・効果も「見える化」することで、ステークホルダーの健康に加

え、環境面への意識・関心を醸成することが期待される。これにより、より環境負荷の少ない

最適なソリューションを選択するという行動変容を生み、環境面では、CO2 削減などの環境負

荷軽減の相乗効果が創出される。 

そこで、環境面に配慮した社会的インパクト評価の構築に取り組む。 

 

【環境→社会】 

 

KPI 

指標：社会的インパクト評価を通じた、社会面に配慮した環境活動の取組数 

現在（2018年 3 月）： 

取組数 2 

2020年： 

取組数 10 

社会的インパクト評価の導入により、環境面においては、社会（健康等）面への影響・効果

も併せて「見える化」することで、特に住民の健康への意識・行動の変化が期待される。 

例えば、環境向上と健康管理に配慮した住宅、CO2 削減とコミュニティ機能強化にも寄与す

るカーシェアリングや、さらに、環境負荷が少なく健康効果が期待される食の地産地消など、

健康にも配慮した環境活動がコミュニティを中心に展開・促進されることが期待される。これ

により、社会面においては、様々な環境活動を通じて、住民の健康志向の高まりと具体的な

行動変容、そして、これらを「自助・互助」で支えるコミュニティ機能などが促進されるという相

乗効果が創出される。 

そこで、健康にも配慮する環境活動の拡大を目指す。 
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団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

(一財)社会的投資推

進財団 

社会的な課題の解決を図るとともに、経済的な利益も追及する

投資行動である社会的インパクト投資の新しいモデルの開発と実

践を通じて、日本の公益分野における民間の投資的資金増大や

官民連携投資に基づく行政サービス向上により公益活動のさらな

る効率化、成果拡大を図って広く国民福祉の増進に資することを

目的に設立された。 

本事業の中核を担う事業者として、事業実施に係るロジックモ

デルの作成、社会的インパクト評価などを行う。 

金融機関等 投資先企業の資金調達環境、事業規模の大小、事業フェーズ

によって、供給先が都市銀行、地方銀行、信用金庫、生・損保、ベ

ンチャーキャピタル等様々であるが、まずは、社会的価値を重視

した金融へのシフトを志向する三井住友銀行などとの連携から取

り組む。 

Fujisawa SST協議会 Fujisawa SSTにおいて実施される取組を対象として社会的イン

パクト評価実証事業を実施することから、Fujisawa SSTのまちづく

りプロジェクトを推進するFujisawa SST協議会と緊密に連携して

事業を実施する。同協議会はパートナー企業18 団体により構成

されている。 

＜構成団体(18団体)＞ 

パナソニック(株)、(株)学研ホールディングス、(株)学研ココファ

ンホールディングス、カルチュア・コンビニエンス・クラブ(株)、湖山

医療福祉グループ社会福祉法人カメリア会、(株)電通、東京ガス

(株)、パナソニックホームズ(株)、東日本電信電話(株)、三井住友

信託銀行（株）、三井物産（株）、三井不動産(株)、三井不動産レ

ジデンシャル(株)、ヤマト運輸(株)、(株)アインファーマシーズ、アク

センチュア(株)、(株)サンオータス、綜合警備保障(株) 

未病産業研究会会員 未病概念の普及、規制の改革、企業間連携による新しい商品・

サービスの創出・育成など、未病産業を創出する過程における

様々な課題を解決するための場として、県が企業や団体と設立。

同研究会の会員の多くが、製品・サービスを提供する事業者であ

り、モデル事業実施にあたり、必要なソリューションを同研究会に

協力を求めることとしている。 
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 ♣ Ẻⱦ  

（事業スキーム） 

＜実証事業＞ 

Fujisawa SSTで「多世代連携によるコミュニティ機能の強化」を実証する。 

超高齢社会の進展に伴い、高齢者の孤立や介護の担い手不足が課題となる中、コミュニ

ティの存在価値・意義が注目を集めている。そこで、SDGs の観点から、コミュニティ機能の強

化に向けて、経済（シェアリング・ビジネス、新たなサービスの開発）、環境（地域エネルギー

マネジメント）、社会（コミュニティケア）における取組を総合的に進める。 

実証事業においては、 

① FSST の入居者・従業員一人ひとりの状況に応じたサービス提供モデルの構築と介護

手法の確立、 

② IoT や地域住民（シニア等）によるケアを活用した分散型のサービス付き高齢者向け住

宅モデルの実現と元気なシニアの生きがい就労、社会参加の促進、 

③ シニア等によるシェアリング・サービス（配食サービス）のしくみの構築、サービスを通じ

た高齢者と住民の交流の促進 

④ シニアと住民との世代を超えたふれあいの機会を創出、ケアを通じた互助の風土・文

化の醸成 

を行うこととしている。 

＜評価事業＞ 

実証事業を対象に「社会的インパクト評価」を実施。介護の質、人材不足などの社会的課

題の解決に向けた様々な取組みについて、アウトカムとなるKPI を設定、モニタリングを実施

し、分析・評価を行う。 

そして、実証事業の社会的インパクトを評価することで「見える化」し、投資を呼び込み、自

律的好循環につなげることとしている。 

（将来的な自走に向けた取組） 

FSST における実証事業などを通じて、インパクト評価のしくみ・ノウハウ・知見を積み重ね、

これをシステムとして確立を図る。これにより、事業者のみならず、投資家や市場に対して、コ

ミットメントすることで、社会的投資などの資金・モノ・サービス・市場評価の流れを活性化し、

自律的循環につなげる。 

社会的インパクト評価により、新たな社会的価値を創造する。そして、社会的インパクト評

価をシステム化し、プラットフォームを構築することで、全県、全国への展開を図る。 
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 ֗᾽  

 

「介護の質の向上に向けた取組」、「シニアの生きがいづくり」、「多世代交流・連携による地

域コミュニティの活性化」、「地域における互助風土・文化の醸成」は、超高齢社会、長寿社会

を迎えている日本において、全国共通の社会的課題である。 

 

本実証事業において、社会的インパクト評価をシステム化し、ESG 投資など、社会的投資

を呼び込むプラットフォームとすることで、本県から全国、さらには、世界で最も高齢化が進む

日本から国際社会に向けて発信し、普及展開することができる。 
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 取組名 2018年度 2019年度 2020年度 

7 月  8 月  9 月 10月  11 月  12月 1 月   2 月   3 月 

統
合 

社会的インパクト評価

実証事業 

           

経
済 

未病の改善を図るため

の産業の創出促進 

           

社
会 

人生 100歳時代の設計

図推進事業 

           

環
境 

再生可能エネルギーの

導入促進 

           

プレ実証フィールドにおける評価モデル構築 

FSST ロジックモデル・KPI モニタリング・評価 普及・展開 

モニタリング・評価 

ME- BYO BRAND 認定 

生活支援ロボットの商品化 

モニタリング・評価 

モニタリング・評価 

かながわ人生 100歳時代ポータルサイト 

かながわ人生 100歳時代ネットワークの活動によるロールモデルの創出 

エネルギー自立型の住宅、ビル、まちの実現 

太陽光発電設備の導入 
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 SDGs  

 

30    

 

 

 


